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1 はじめに 

「平成 28 年（2016 年）熊本地震」（以下，熊本地震

という）では，2016 年 4 月 14 日に M6.5 の地震（最大

震度 7）が発生した．地震活動は極めて活発であった

が，気象庁では，地震発生直後から多数の地震をリア

ルタイム処理し，地震発生直後の報道発表時において，

震央分布図や地震活動経過図（以下，MT 図という）

など，活発な地震活動の様子がわかる地震活動図を示

すことができた（気象庁，2018）．その 2 日後の 2016

年 4 月 16 日に M7.3 の地震（最大震度 7）が発生し，

地震活動の度合いが長期間にわたり時々刻々と変化

し，活動領域が広域化するなど複雑な推移が見られた．

複雑な地震活動推移の状況は，目視による定性的な監

視では，迅速かつ定量的にとらえることができず，早

期に情報に活用できなかった．  

同年 8 月に地震調査委員会によって「大地震後の地

震活動の見通しに関する情報のあり方」（地震調査研

究推進本部地震調査委員会，2016）が報告された．同

報告書では以下の考えが示された．  

・活断層や海溝型地震の長期評価，地震学においてこ

れまでに積み上げてきた過去事例や地震活動の地域

特性についての知見を活かした地震活動の見通しを，

大地震直後の防災に資する呼びかけとして発表して

いくことが適当である．  

・活断層や海溝型地震の想定震源域（以下「活断層等」

という）で大きな地震が発生する可能性は否定でき

ないため，地震活動域の周辺に，地震調査委員会が

長期評価を公表している活断層等があれば，地震活

動に関する呼びかけと併せて，周辺の活断層等につ

いてその存在を示すことが適当である．  

・周辺の活断層等の存在について言及するとともに，

活断層等周辺の地震活動が，平常より活発になって

いるかどうかについて言及することが適当である．  

これらのことに対応するためには，活動領域の拡大

など時々刻々と変化する複雑な地震活動推移，周辺の

活断層等の存在やそこでの地震活動の状況，過去事例

や地域特性を迅速かつ的確に把握する必要があると

考える．  

こうした動きを受け，我々は，次章以降に述べる「地

震活動推移監視装置」を整備し，最新の地震活動推移

を監視するための統合的なツールとして，解析結果等

を準リアルタイム表示する「地震活動推移監視画面」

を開発した．本稿では，特に「地震活動推移監視画面」

について，利用例などを示しながら，表示の仕組み，

表示している要素の説明を中心に報告する．本稿の構

成は以下のとおりである．第 2 章と第 3 章で開発の基

本概念とシステム概要について述べる．第 4 章では地

震活動推移監視画面の表示内容とその具体の活用事

例を示す．第 5 章で今後の課題と展望を述べ，第 6 章

にまとめる．  

本稿において，リアルタイムと準リアルタイムは以

下のように区別することとする．震源データや発震機

構解の自動解析のように，現象を観測してから，即時

もしくは短い時間を置いて処理することを「リアルタ

イムに処理」等と表現する．一方で，そのリアルタイ

ムに処理されたデータを表示するための処理（例えば，

フォーマット変換，図の作成等）や統計解析等のよう

に，数分から 1 日程度置いて処理することを「準リア

ルタイムに処理」等と表現する．  
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2 地震活動推移監視画面の開発 

上述のように，熊本地震では，ある程度地震活動を

準リアルタイムで追跡することができたものの，複雑

な地震活動の推移を分析し，その変化などを検知して

防災情報に役立てることはできなかった．こうしたこ

とを実現するには，我々は以下の 2 点が必須であると

考えている．  

①リアルタイムで精度よく決定され，質，量ともに地

震活動評価に十分な震源データ．  

②震源データを準リアルタイムに表示・解析し，監視・

評価するための環境．  

気象庁では，1997 年 10 月から文部科学省と協力し

て気象庁，防災科学技術研究所，大学等関係機関から

地震波形データを一元的に収集し，全国で発生した地

震の震源を日々決定している（以下，この作業を「一

元化処理」といい，それにより生成される震源データ

を「一元化震源」という）．従来の気象庁における一元

化処理は，全ての震源決定に職員の手作業が必要であ

り，大地震発生後等の地震活動が活発な場合は，震源

データの生成が遅れ，準リアルタイムでの詳細な地震

活動の把握が困難であった． 

こうした状況を改善するため，2016 年 4 月，気象庁

では溜渕・他（2016）による PF 法を用いた自動震源

決定方法を導入し，一元化処理の自動化を進めた（以

下，PF 法により自動決定された震源データを「PF 自

動震源」という）．PF 法を導入したことで，①につい

ては，ほぼ必要なデータが得られるようになった．  

一方，②については以下のような課題があると考え

られる．  

・地震活動の監視に必要な地震活動図等の作成，更  

新には，その都度，職員による手作業が必要であり，

準リアルタイムでの監視が困難．  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1  地震活動推移監視画面のトップページ．  

前 24 時間分の PF 自動震源をオレンジ色，地震情報（震源・震度に関する情報）を発表した地震の速報

震源を赤色，一元化震源による低周波地震（微動）を青色で表示している．また，直観的に地震活動の活

発化が分かるように，地震がまとまって発生している領域を自動解析した結果も表示している（緑色，

赤紫色）．その他，表示内容の詳細は付表 1 及び付表 2 を参照．  
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・目視による定性的な監視では，複雑な地震活動推移

の状況を的確に把握することが困難であり，定量的

で客観的な評価が必要．  

大地震発生前後の地震活動の変化についての論文

等として，例えば，宇津（1968）は，1952 年十勝沖地

震の震源域で本震前の地震活動（M≧5.0）の空白を指

摘しており，Mogi（1969）は，大地震発生の数年前か

らその震源域の地震活動の低下と周辺地域の活動の

増大を指摘した．この他にも茂木（1985），宮岡・吉田

（1993）など，大地震前の地震活動の静穏化を報告し

たものはいくつかある．また，大地震の前後でその地

域の地震活動の b 値が変化したという報告も多数あり，

井元（1987）は，東海地方の微小地震について b 値の

時空間変化を調べ，地震前の b 値の低下や，地震後の

b 値の増加を見出した．Nanjo et al. (2012, 2016) は，

「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」（M9.0，

最大震度 7）や熊本地震の本震前の b 値の低下を報告

した．大地震発生前に前震活動が見られた例も数多く

ある．例えば，「平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震」

（M7.3，最大震度 7）（気象庁，1997），2014 年 11 月

22 日の長野県北部の地震（M6.7，最大震度 6 弱）（東

京管区気象台，2014）等がある．最近では，熊本地震

も前震活動を伴った地震である（気象庁，2018）．熊本

地震については，Kato et al. (2016) が， 2016 年 4 月

14 日に発生した M6.5 の地震に続く一連の地震活動域

が，同月 16 日に発生した M7.3 の地震前に拡大してい

たことを報告している．こうした地震活動の変化を把

握し，解析するための指標となるものとしては，地震

活動の指数化（塚越・石垣，2003），静穏化活発化領域

の検出（明田川・伊藤，2008），b 値解析など様々なも

のがこれまでに提案されてきた．ツールとしても，気

象庁内では，横山（1997）による震源表示プログラム

（hypdsp），明田川・他（2007），明田川（2018）によ

る地震検索・地震活動解析プログラム（REASA），林

元・明田川（2010）による静穏化・活発化検出ツール

（Seisqa）などが整えられてきた．これらの指標やツー

ルは，地震活動の詳細な解析を行う場合に非常に有効

なものである．しかし，これらは主に事後の詳細な解

析や調査，資料作成に利用するもので，中には操作方

法が複雑なものもあり，準リアルタイム監視への活用

には適さない．  

そこで，気象庁では，①を活用して最新の地震活動

の推移を的確に把握し，さらに準リアルタイムでの統

計処理による地震活動監視まで行うための装置とし

て地震活動推移監視装置を 2017 年度から整備し，地

震活動推移監視画面の開発を進めてきた．地震活動推

移監視装置は，リアルタイムに生成される PF 自動震

源や一元化震源を活用して，地震活動図の作成や上記

の各種統計解析を自動処理することを最大の特徴と

する．また，最新の地震活動の状況を見ることができ

るようにするため，解析の結果を即時に表示，共有で

きる Web サーバーとしての機能を持っている．地震活

動推移監視画面は，このサーバー機能による Web アプ

リケーションであり，地震活動の推移や統計処理結果

等を Web ブラウザ上で見ることができ，緊迫した緊急

時であっても複雑な操作を必要とせず誰でも簡単に

最新の地震活動の状況を定量的に把握できる（図 1）．

さらに，従来は，個々の解析結果や地震活動図をそれ

ぞれ資料として作成し評価することが多かったが，地

震活動推移監視画面では，様々な解析結果やデータを

画面上に容易に統合して見ることができるよう，出力

フォーマットを GeoJSON フォーマット (Butler et al., 

2008) に統一し，同じ地図上に重ね合わせられるよう

にした．これは，露木・他（2017）の仕組みを参考に

している．  

 

3 システム及び表示処理の概要 

3.1 システムの概要 

気象庁における地震観測業務システムには，文部科

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 地震活動推移監視画面で表示するデータの流れ

（イメージ）．  
地震活動推移監視装置では，REDC や EPOS からデ

ータを定期的に受け取り，フォーマット変換，地震

活動図の作成，統計解析等を行う．利用者は，端末

上で Web ブラウザを立ち上げ，地震活動推移監視画

面を表示し，結果を確認できる．  
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学省と協力して設置した地震観測データの一元的な

収集・処理のための地域地震情報センターデータ処理

システム（REDC）と，主として大地震や津波発生時に

おける緊急処理とそれらの情報発表のための地震活

動等総合監視システム（EPOS）がある．地震活動推移

監視装置は，これらのシステムから直接データを受け

取る．  

図 2 に示したように，地震活動推移監視装置は，

REDC からは PF 自動震源などの震源データ，EPOS か

らは発震機構解のデータを定期的に受け取り，フォー

マット変換，地震活動図の作成，統計解析等を行う．

地震活動推移監視装置で利用している震源データ等

については，表 1 にまとめた．例えば，REDC では，

通常，地震発生の 2～3 分後には，自動的に PF 法によ

り震源を決定し，10 分間隔で PF 自動震源を配布する．

これらの最新データを用いて，地震活動図の作成や更

新，統計解析を行い，結果ファイルとして保存する．

早ければ 15 分程度で最新の震央分布図を見ることが

できる．  

地震活動推移監視画面の利用者は，Web ブラウザを

立ち上げ，URL を指定することで画面を表示し，最新

の震央分布図をはじめとする地震活動図や統計解析

結果を確認できる．なお，地震活動推移監視画面の表

示は，気象庁内のネットワーク（EPOS や REDC の端

末，もしくはそれらと同じネットワーク）のみで可能

であり，気象庁の Web サイト等のインターネットでは

公開していない．  

 

3.2 画面表示の仕組み 

地震活動推移監視画面の特徴を以下に挙げる．  

・同じ地図上に複数の指標（解析結果等）を重ね合わ

せることができる．  

・地図の拡大縮小が自由自在であり，背景地図を国土

地理院地図に切り替えることもできる．  

・静穏化・活発化等の統計解析を準リアルタイムで行

い，自動更新する．  

・地震活動図を自動作成・自動更新する．  

この画面を実現するために， Ajax（ Asynchronous 

JavaScript + XML：JavaScript による非同期通信で，XML

データをクライアントとサーバーサイドでやり取り

を行う技術であり，ページの遷移なしに Web ブラウザ

の画面を動的にかえていくことができる）や，Leaflet

表 1  地震活動推移監視装置で利用している震源データ等．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



最新の地震活動推移を監視するための統合的なツールの開発 

- 5 - 

（Agafonkin，Web 地図のための JavaScript ライブラリ），

D3（Mike，Data-Driven Document：データビジュアラ

イゼーションのための JavaScript ライブラリ）といっ

た Web アプリケーション技術を利用している．  

特に，Leaflet は広く使われている Web 地図のため

の JavaScript ライブラリであり，タイルベースの Web

地図（地図タイル）を表示できる．地図タイルは，あ

らかじめ地図全体を複数の縮尺で描画した地図画像

のことであり，地図表示のリクエストに対して，これ

らの画像を返すことで，Web 上での地図表示を高速化

している．このため，地図の移動や拡大縮小もマウス

操作だけで自由にできる．Leaflet は，国土地理院が公

開している各種地理院タイル（国土地理院）も利用で

きるため，背景地図を国土地理院の標準地図に切り替

えることも可能である．また，以下に記す GeoJSON フ

ォーマットのファイルを読み込むことにより，地図上

に表示されたシンボルをクリックすると情報がポッ

プアップする等，利用者が対話するような形式で直観

的に操作ができる画面を作ることができる（図 3）．  

GeoJSON フォーマットは，JavaScript Object Notation

（JSON）を基にした地理空間データ交換フォーマット

である．地図上のポイント（座標）・ライン（境界線）・

ポリゴン（地域）等の地理的情報と追加属性を与えら

れるとともに，JavaScript のオブジェクト構造を持っ

ているため，プログラムからの利用が容易である．地

震活動推移監視画面では，震源データをはじめ，活断

層やプレート上面の等深線，南海トラフ巨大地震の想

定震源域など，異種のデータを GeoJSON フォーマッ

トに統一することにより，同一地図上に容易に表示で

きるようにしている．同一地図上に表示できる要素に

ついては，次章で詳しく述べるが，地震活動推移監視

画面では，画面のチェックボックスで表示，非表示を

切り替えられ，チェックした順番で，層のようにレイ

ヤーを重ねることができる．様々な要素を重ねて表示

した画面は自動更新される．必要なデータは非同期通

信で取得されるため，画面の遷移なく更新でき，操作

も継続できる．こうして，マウス操作だけで，地図上

の見たい範囲を自由に変えることができ，見たい要素

だけを選択することが可能となっている．  

一方で，地震活動図の自動作成・自動更新には，

hypdsp の機能を活用している．hypdsp には，「aprm フ

ァイル（全描画パラメータ）」という地図や描画する震

源データの条件などをまとめた専用のパラメータフ

ァイルを用いて視覚的に作図する方法の他，「プロッ

タパラメータファイル」というテキスト形式で描画条

件を記述したパラメータファイルを用いて作図する

方法がある．職員の手作業による詳細な資料作成や解

析には前者の方法を用いることがほとんどである．一

方，地震活動推移監視画面では後者の方法を用いてい

る．地震活動推移監視画面では，この「プロッタパラ

メータファイル」に記載してあるデータ期間，地図の

範囲等の部分をシェルプログラム等で自動的に書き

換え，hypdsp 付属の hypopl というプログラム（ポスト

スクリプトファイル等を作成するプログラム）に読み

込ませることで，画像ファイルを作成することができ

る（図 4）．雛形となるプロッタパラメータファイルは，

担当者が予めオフラインで作成する．地震活動図の種

類やレイアウトは，地震活動の状況に応じて，雛形の

プロッタパラメータファイル作成時に自由に設定す

ることが可能である．プロッタパラメータファイルと

hypopl を使用するこの方法は，コマンドラインで実行

できるため，手作業による hypdsp の操作を行うこと

なく地震活動図等の画像ファイルを作成することが

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 GeoJSON フォーマット例（命名地震・被害地

震）と画面表示．  
上部：命名地震・被害地震の震源データを

GeoJSON フォーマットに変換した例（一部抜

粋）．  
下部：上部の GeoJSON ファイルを読み込み，命

名地震・被害地震の震央をシンボル（薄いグレ

ーの丸）で地図上に表示したもの．クリックす

ると発震時，緯度経度，マグニチュード，地震

名などの付属情報がポップアップする．  
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できる．  

 

4 表示内容と主な活用例 

地震活動推移監視画面は，①活動監視（全国），②活

動監視（南海トラフ），③各種統計解析結果，④特定領

域の監視，⑤イベント発生時の監視の 5 画面で構成さ

れる．①は直近の日本全国の地震活動を概観するため

のページ，②は南海トラフ領域に特化したページであ

る．③は静穏化・活発化領域，b 値，ETAS など各種統

計解析結果を表示している．④と⑤は特に注目したい

領域について，震央分布図や MT 図などを表示し自動

更新するページである．⑤は予め定めた基準以上の地

震が発生した場合，活動図を自動作成する機能も搭載

しているという点で④とは異なっている．  

以下，各画面について，主な特徴を紹介する．また，

地震活動推移監視画面は，様々な場面での活用が想定

できる．本章では，これまでに実際に活用した例，有

効活用が想定される例も紹介する．各画面の表示要素，

更新タイミング，基準等の内容の詳細については，付

録の表（付表 1～4）にまとめた．  

 
4.1 活動監視（全国），活動監視（南海トラフ） 

4.1.1 表示内容 

このページは，直近の日本全国あるいは南海トラフ

周辺の地震活動を一目で概観できるように作成した．

熊本地震を踏まえ，地震活動域の周辺に，活断層等が

あれば，その存在を示すとともに，活断層等周辺の地

震活動が，平常より活発になっているかどうかについ

て言及することが適当である（地震調査研究推進本部

地震調査委員会，2016）とされたため，特に活断層と

地震活動の活発化している領域との位置関係がすぐ

にわかる表示としている．また，南海トラフ周辺は，

気象庁による「南海トラフ地震に関連する情報」の発

表のために常時監視しておく必要があるため，当該領

域を拡大したページを予め用意した．表示しているデ

ータ等は，全てチェックボックスの ON・OFF の簡単

な切り替え操作で表示と非表示を選択できるため，利

用者が見たいものだけ選択し重ねて表示することが

可能である．  

震源データは前 24 時間分の PF 自動震源の表示を基

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 地震活動図の作成例（「平成 23 年（2011 年）

東北地方太平洋沖地震」の例）．  
【図の種類】  
左 ：震央分布図（M≧2.0，深さ 0～100km） 
右上：震央分布図の緑色矩形内の MT 図及び回

数積算図  
右下：震央分布図の緑色矩形内の時空間分布図

（A-B 投影）  
【表示期間】過去 3 か月間（2019 年 1 月 19 日

18 時 30 分～4 月 19 日 18 時 30 分）  
【震源の色】  
灰色：3 か月前から 1 か月前 
水色：1 か月前から 3 日前の 24 時  
赤色：2 日前の 0 時から最新の時刻  

【震源データ】  
確定震源，暫定震源が作成済みの期間：確定震

源，暫定震源  
暫定震源が未作成の期間：PF 自動震源  

【更新間隔】1 時間に 1 回自動更新  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 5 任意の領域を選択して，その領域の MT 図と

回数積算図を表示した例．  
緑色の半透明の矩形が選択領域を示している． 
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本とし，そこに，地震情報（震源震度に関する情報）

を発表した地震の速報震源や一元化震源による低周

波地震（微動）を併せて表示している（図 1）．PF 自動

震源は 10 分間隔で更新し，それに合わせて画面を定

期的に更新する設定にしており，常に表示して地震活

動を準リアルタイムに監視することを意識している．

震源にカーソルを合わせ，左クリックすると，発震時

刻や緯度・経度，震源の深さ，マグニチュードといっ

た震源要素等を表示できる．特に，速報震源のうち一

定の規模以上の震源については，自動初動解や自動

CMT 解（中村，2002；碓井・他，2013）も表示する． 

また，地震がまとまって発生している領域を自動解

析した結果も表示している．震央分布図だけでは，地

震活動が活発になっている場所を把握することは難

しい場合もあるが，活発化している領域を表示するこ

とで，地震活動の変化を準リアルタイムに把握できる．

図 5 の中に緑色で示した円がその領域である．具体的

には，震央距離Δr=5km 以内，時間差Δt=1 時間以内

の地震を次々につなげたクラスタに地震が 5 個以上あ

る場合に，クラスタ内の地震の震央を中心とした半径

Δr の円を描き，緑色で表示している．これは 1 時間

に 1 回，前 24 時間分の PF 自動震源を用いて計算し，

更新している．図 5 において赤紫色で示した円は，最

近 10 日間の地震活動が，それ以前と比較して相対的

に活発化した領域を示している．活発化は，前 1 年間

の地震活動を基準とし，地震活動指数を用いて判断す

ることを基本としているが，この他にも，より適切に

活発化領域を検出できるように工夫している（詳細は

付表 2 参照）．これは 1 日 1 回更新する．従来，地震

活動の活発化の把握には，hypdsp により手作業で震央

分布図を作成し，MT 図や回数積算図を描く必要があ

ったが，地震活動推移監視画面では，準リアルタイム

で解析された結果を画面上に自動で表示，更新する． 

この他，活断層のトレース，火山の位置，過去に発

生した主な被害地震（気象庁 a，気象庁 b），続発事例，

一元化震源，南海トラフと伊豆東部の地震活動におけ

 
 図 6 発震機構解，プレート境界の等深線と深さの表示で発生場所を把握した例（2018 年 12 月 3 日の和歌山

県北部の地震の例）．  
左：地震活動推移監視画面で，発震機構の自動解とフィリピン海プレート上面の等深線を同時に表示した

例を示している．右：南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会の資料．  
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る気象庁地震現業での準リアルタイム監視対象地震，

熊本地震や「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖

地震」等の主な地震活動の領域，フィリピン海プレー

トや太平洋プレート上面の等深線等を表示できる（付

表 1 及び付表 2 参照）．  

簡単な操作で活動の時間変化を見る機能として，任

意の領域の MT 図と回数積算図を地図表示部の下に表

示するようにした（図 5）．地図上で Shift キーを押し

ながらマウスをドラックすることで領域を指定でき，

期間のはじめを選択した後に，「指定領域の MT 図を

表示」のボタンを押すと，その領域内の地震の MT 図

と回数積算図が表示される． 

 

4.1.2 主な活用例  

（1）発生場所の把握  

地震活動の監視においては，その地震の発生場所

（地殻内，プレート内，プレート境界）を把握するこ

とが重要である．特に南海トラフ沿いの地震活動の監

視においては，プレート境界で発生した地震かどうか

の把握は非常に重要である．発生場所の詳細な検討に

は，発震機構解，付近の鉛直断面図やプレート境界の

深さ，過去の活動等を把握した上で総合的な判断が必

要であるが，おおよそ見当を付ける程度であれば，地

震活動推移監視画面で十分可能な場合も多い．例えば，

最大震度 1 以上を観測した地震のうち発震機構解が決

定できた地震については，画面上に初動解と CMT 解

（いずれも自動解），震源の深さを表示し，さらにレイ

ヤー機能によりフィリピン海プレート上面，太平洋プ

レート上面の等深線を重ね合わせて表示することで

発生場所の見当をつけることが可能である（図 6）．  

（2）最近の活発化の把握  

図 7 は，「2018 年 6 月の千葉県東方沖の地震活動」

における活発化の検出例である．2018 年 6 月初めか

ら，房総半島の南東沖でゆっくりすべりが発生し，そ

れと同期して地震活動が活発になった．この場所は，

これまでにも繰り返しゆっくりすべりが発生してお

り，それと同期して地震活動が活発になることが知ら

れている．2018 年 6 月のゆっくりすべりの発生は，国

 
図 7 微小地震活動の活発化を検出した例（2018 年 6 月の千葉県東方沖の地震活動の例）．  

地震活動推移監視画面に表示している赤紫色の円領域が最近 10 日間に地震活動が活発化している領域を示す． 
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土地理院と防災科学技術研究所が地殻変動を観測し

たことで明らかとなり，2018 年 6 月 11 日にそれぞれ

の機関から報道発表された（国土地理院，2018；防災

科学技術研究所，2018）．一方，気象庁は，6 月 6 日の

時点で地震活動の活発化を把握していた．地震活動推

移監視画面で地震活動の活発化領域として自動検出

されたことから，早期に活発化を把握することができ

た．過去事例を踏まえると，地震活動の活発化はゆっ

くりすべりの発生を示唆している可能性があること

を考慮し，より注意深く監視していた．6 月 11 日の報

道発表を受けて，気象庁内でも資料の作成，解説の支

援等の対応を執ったが，事前に地震活動を把握してい

たことから，迅速に対応することができた．  

図 8 は，微小地震活動の活発化を検出した例である．

図 8 の左列の図は「熊本地震の活動域付近における

2017 年 10 月頃からの活発化」の検出例である．2017

年 10 月頃から熊本地震の活動域で地震活動が活発に

なった．この活動は，活発化した直後から地震活動推

移監視画面で検知できており，活発化した後最大震度

3 を観測する地震も発生した．発生場所が熊本地震の

活動域内であったことから，詳細な資料を作成し地震

調査委員会で説明した．  

（3）活断層，続発事例，命名地震の表示  

これらは，特に最大震度 5 弱以上の地震が発生した

場合等に気象庁で報道発表を行う時に有効活用して

いる．2016 年 8 月から，規模の大きな地震発生後の報

道発表では，周辺で同規模程度の地震が続発した例，

付近の活断層についても説明することとなった．この

ため，周辺の過去の地震活動や付近の活断層について

は，これまで以上に迅速に把握することが必要となっ

た．報道発表作業は，限られた時間と人員で，多くの

ことを調べ資料作成する必要がある．地震活動推移監

視画面では，例えば，「活断層詳細（ランク）」のチェ

ックボックスにチェックを入れることで，地震調査研

究推進本部地震調査委員会による長期評価の対象と

なった活断層（付表 2 参照）をランク別に色分けして

 
図 8 微小地震活動の活発化を検出した例．  

地震活動推移監視画面に表示している赤紫色の円領域が最近 10 日間に地震活動が活発化している領域を示す． 
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表示できる．これを見ることで，発生した地震と，付

近の活断層との位置関係が一目瞭然である．「命名地

震」や「続発事例」（付表 2 参照）も同様で，チェック

ボックスにチェックを入れるだけですぐに把握する

ことができる．従来は，地震調査研究推進本部の Web

サイト（https://www.jishin.go.jp/evaluation/evaluation_s

ummary/#danso）をはじめ，様々な資料を用いて調べて

いたことが，地震活動推移監視画面では，1 つの画面

で手軽に調べることが可能となった．  

図 9 は，2018 年 10 月 23 日の与那国島近海の地震

（M6.1）の発生直後，発生した地震と続発事例を表示

した例である．この地震の発生場所付近では続発事例

があることがわかる．この地震の発生翌日には M6.3

の地震が発生した．図 10 には，2018 年 6 月 18 日の大

阪府北部の地震（M6.1，最大震度 6 弱），「平成 30 年

北海道胆振東部地震」（最大規模の地震は 2018 年 9 月

6 日，M6.7，最大震度 7）の活動域周辺の活断層と命

名地震を表示している．両地震とも，発生直後から付

近の活断層との位置関係等が迅速に把握できた．  

（4）発生した地震（地震活動）の地理的な位置関係等

の把握  

ベースの地図は，国土地理院の標準地図に切り替え

ることもでき，震源と重ね合わせることで地震が発生

した地理的な場所，近隣市町村との位置関係等も簡単

に把握できる．  

（1），（3），（4）の活用例は，地震活動推移監視画面

の特徴の 1 つである「複数の要素の重ね合わせ」を最

大限活用した例である．このように，今までは，いろ

いろな資料をつきあわせて見ていたことを，このペー

ジだけですばやく簡単に確認できるようになった．  

 

4.2 特定領域の監視  

4.2.1 表示内容  

規模の大きな地震発生後の地震活動は，発生直後だ

けでなく，ある程度長期間に渡って継続的に把握して

おくことが必要な場合がある．また，南海トラフ周辺

や伊豆東部の地震活動は，気象庁が発表する防災情報

にも直結することから，常時把握しておくことが必要  

 
図 9 続発事例の把握（2018 年 10 月 23 日の与那国島近海の地震（M6.1）の発生時の例）．  
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である．こうした活動の把握は，hypdsp で活動図を描

くことで可能であるが，日々これらの作業をするのは

手間がかかり，また，活動の変化を迅速に捉えにくい．

hypdsp で作成する活動図と同じものを画面上に表示

し自動更新することができれば，ブラウザを開くだけ

でほぼ最新の状況の活動図を見ることができる．この

ような画面があることで，職員の手作業を大幅に軽減

し，誰でも同じ条件で常時活動を把握することが可能

となるだけでなく，小さな活動の変化も捉えやすくな

るはずである．こうしたことを念頭に置き，監視した

い領域や内容を予め決めパラメータを設定すれば，そ

れに合わせて地震活動図を自動で作図し表示するの

が，「特定領域の監視」ページである．本ページでの作

図の手法は 3 章で述べている．  

「特定領域の監視」ページの大きな特徴は以下の 3

点である．  

（1）監視したい活動に合わせた活動図の設定  

「活動監視（全国）」や「活動監視（南海トラフ）」

は，地図を自由に操作できる利点がある一方で，デー

タの描画条件や解析条件は日本全国全て同じである．

また，時空間分布図や断面図等を描画することができ

ない．しかし，地震活動は，個々の活動によって様々

な特徴があり，当然，監視したい要素も異なってくる．

例えば，時間変化を把握したい場合でも，活動の盛衰

や規模を見たい場合には MT 図や回数積算図が有効で

あり，空間的な移動を把握したい場合は時空間分布図

が有効である．また，深さを把握したい場合には，断

面図が必要である．このページでは，このように活動

の特徴に合わせて，監視したい要素を自由に設定でき

る．  

（2）最新のデータの使用  

最新の活動状況を把握できるように，PF 自動震源を

活用しているほか，用途に合わせて様々なデータを用

意した．設定した表示要素，震源データ等は付表 4 に

 
図 10 活動域付近の活断層帯や命名地震の把握例．  

左：2018 年 6 月 18 日の大阪府北部の地震（M6.1）の活動域付近の活断層帯と命名地震  
右：「平成 30 年北海道胆振東部地震」（M6.7）の活動域付近の活断層帯  
【震源】橙：PF 自動震源 赤：地震情報で発表した速報震源（M4.0 以上の地震のみ） 灰：気象庁が

名称を定めた地震  
【活断層】地震調査研究推進本部の長期評価による活断層（ランクにより色分け表示）  
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示した．現在，本ページの活動図は全て 1 時間に 1 回

自動更新している．  

（3）時系列の変化の把握  

地震活動の監視において，時間変化の把握は必須で

ある．本ページでは，これまでに述べてきたように時

系列図の表示により地震活動の時間変化を手軽に把

握できる．これは地震活動推移監視画面の最大の特徴

の 1 つである．  

震源データの自動更新だけであれば，気象庁の Web

サイト（https://www.data.jma.go.jp/svd/eew/data/hypo/）

でも見ることができる．しかし，気象庁の Web サイト

で閲覧できる活動図は，震央分布図だけであり，詳細

な時間変化（盛衰や移動）の把握は難しい．地震活動

推移監視画面では，震央分布図だけでなく，MT 図，

回数積算図，時空間分布図などの時系列図を自動更新

して表示することが可能であり，詳細な時間変化を把

握することができる．  

 

4.2.2 主な活用例 

（1）規模の大きな地震後の地震活動の把握 

図 11 は，「平成 30 年北海道胆振東部地震」の活動

図である．この地震活動は，以下のような特徴が見ら

れた．  

・M6.7 の地震以降，相対的に規模の大きな地震が多い． 

・主な活動域より浅い場所でも地震活動が活発であり，

最大震度 1 以上を観測する地震も発生している．  

このような特徴を十分監視できるように，震央分布

図と MT 図だけでなく，断面図や深さの時系列，M 別

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11 規模の大きな地震発生後の活動経過の把握例  
【表示期間】  
左：過去 3 か月間（2018 年 8 月 16 日 06 時 30 分～11 月 14 日 06 時 30 分）  
右：活動開始以降（2018 年 9 月 6 日 00 時 00 分～11 月 14 日 06 時 30 分）  

【震源の色】  
灰色：3 か月前から 1 か月前 水色：1 か月前から 3 日前の 24 時 赤色：2 日前の 0 時から最新の時刻  

【震源データ】  
確定震源，暫定震源が作成済みの期間：確定震源，暫定震源  
暫定震源が未作成の期間：PF 震源  

【更新間隔】 1 時間に 1 回自動更新  
※震央分布図中の茶色の細線は，地震調査研究推進本部の長期評価による活断層を示す．  
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度数分布図等も自動更新するよう設定した．毎時自動

更新される活動図により，24 時間交替制勤務の地震現

業における毎朝の引継ぎ等で最新の活動状況を把握

した他，規模の大きな地震が発生した場合には，即時

的にこれまでの活動との位置関係や最近の活動の盛

衰を把握できた．M6.7 の地震発生から約 1 か月後の

2018 年 10 月 5 日に発生した地震（M5.2）で，最大震

度 5 弱を観測した際の報道発表作業においては，地震

活動推移監視画面で自動更新している活動図をその

まま参考資料として活用もした．  

（2）南海トラフ周辺の地震活動と深部低周波地震（微

動）活動の把握  

図 12（左）は，直近 3 日間の通常の地震と深部低周

波地震（微動）を 1 つの活動図で表示したものである．

図の例は，2018 年 11 月 2 日から 11 月 4 日の 3 日間を

表示している．この図を見ると，11 月 2 日の紀伊水道

の地震（M5.4）発生後に地震活動が継続していること，

同地震発生直後から隣接する場所で深部低周波地震

（微動）活動が活発化していることを把握することが

できる．  

図 12（右）は，直近 10 日間の深部低周波地震（微

動）を表示したものである．震央分布図だけでなく，

時空間分布図も表示することで，時空間的な変化を把

握することが可能となっている．図の例は，2018 年 10

月 3 日から 10 月 13 日の 10 日間の深部低周波地震（微

動）活動の震央分布図と時空間分布図である．この期

間，愛媛県から豊後水道，徳島県，愛知県で活発な深

部低周波地震（微動）活動が見られ，同期して地殻変

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 12 南海トラフ周辺の地震活動と深部低周波地震（微動）活動の把握．  

左：  
【表示データ】赤：通常地震  青：深部低周波地震（微動）  
【表示期間】過去 3 日間（2018 年 11 月 2 日 00 時 00 分～11 月 4 日 24 時 00 分）  
【震源データ】通常地震：PF 自動震源 深部低周波地震（微動）：エンベロープ相関法  
【更新間隔】1 時間に 1 回自動更新  
右：  
【表示データ】深部低周波地震（微動）  
【表示期間】過去 10 日間（2018 年 10 月 3 日 00 時 00 分～10 月 13 日 00 時 00 分） 
【震源データ】一元化震源  
【震源の色】水色：10 日前から 3 日前の 24 時  赤色：2 日前の 0 時から最新の時刻  
【更新間隔】1 時間に 1 回自動更新  
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動も観測された．これらは短期的ゆっくりすべりに起

因するものであり，場所を移動しながら活動が 1 週間

以上継続することもある．この図を見ることで，最新

のデータで活動の開始や移動の状況等を随時把握す

ることができる．  

 

4.3 各種統計解析結果 

このページは，各種統計解析の結果をまとめて表示

できる．ここで表示させているものは，主に静穏化・

活発化領域，地震活動指数や b 値，ETAS 等の統計解

析結果である．統計解析は，「活動監視（全国）」に比

べて，データ期間が長く，更新間隔も長く設定してお

り，常にモニターするというよりも，長期的な活動変

化の傾向等を知るのに役に立つと考えている．これら

について，その特徴等を以下に述べる．  

（1）静穏化・活発化領域の検出  

静穏化・活発化領域の検出については，Seisqa を利

用している．数日程度の短期的な活発化領域は，「活動

監視（全国）」で監視が可能である．ここでは比較的長

期間の活発化領域と静穏化領域を把握することがで

きる．短期間の活発化は，現業作業による震源決定作

業でも気付くことも多いが，長期間の活動の変化は，

現業作業をはじめとした手作業では気付くことが難

しく，特に静穏化はほとんど気付くことができない．

このように，人の手作業では気付くことが難しい静穏

化や長期間の活発化は，統計処理による解析が非常に

有効である．  

（2）地震活動指数，b 値の時間変化，ETAS の統計解

析 

定常的に地震活動を把握しておく必要がある活動

や領域について，震央分布図，時空間分布図，MT 図，

回数積算図の基本的な活動図の他，地震活動指数，b 値

の時間変化，ETAS の統計解析結果を 1 か月に 3 回，

旬ごとに更新している．  

 

4.4 イベント発生時の監視  

4.4.1 表示内容 

4.2 節で述べた「特定領域の監視」ページは，地震発

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 13 地震活動図の自動更新の手法（特定領域の活動監視，イベント発生時の監視）．  

特定領域の活動監視（左）と，イベント発生時の監視（右）において，地震活動図が地震活動推移監視画

面に表示されるまでの処理の流れを示している．イベント選択，パラメータファイル作成に違いがある． 
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生から数か月から数年経過後も長期的に監視してお

きたい活動や，常時監視しておく必要がある領域の活

動を対象とし，活動の様子がある程度把握できた後，

その活動に合わせて監視したい要素やパラメータを

設定して表示している．  

一方，「イベント発生時の監視」ページは，規模の大

きな地震や活発な活動等が発生した場合に，その直後

から簡易的に準リアルタイム監視できるように，震央

分布図や MT 図等を 1 時間に 1 回自動更新し表示でき

る．特定領域の監視のページで述べたように，監視に

必要な活動図を自動更新し表示することで，作業者は

hypdsp の操作（活動図の作図）を行うことなく，ブラ

ウザ上の地震活動推移監視画面を見るだけで最新の

活動状況を把握することができる．活動図を自動更新

する手法やデータは「特定領域の監視」ページと同様

である．  

「イベント発生時の監視」ページは，手作業と全自

動処理による 2 種類の手法でイベント選択，活動図の

作成を行っている．それぞれの具体的な処理の流れや

条件は図 13，メリット・デメリットは表 2 に示してい

る．表 2 の②では，掲載イベントの判定から活動図の

作成，更新までを全て自動で行うため，適切なイベン

トが選択されないことや，適切な活動が描画できない

可能性もある．しかし，このような制約があるにして

も，地震発生直後からその前後の地震活動の状況を，

全自動かつ準リアルタイムに監視できる環境はこれ

までになかったものであり，地震活動推移監視画面の

大きな成果の 1 つである．  

 

4.4.2 主な活用例 

図 14 は，2018 年 11 月下旬頃から活発な活動となっ

た岐阜県飛騨地方の活動について，表 2 の①で示した

「職員による手作業」で設定した例を示す．図 15 は，

2018 年 9 月 6 日の M6.7 の地震（「平成 30 年北海道胆

振東部地震」）発生直後，表 2 の②で示した「地震活動

推移監視画面による全自動処理」で作成した例を示す．

発生直後に全自動で活動図を作成し，その後，毎時最

新のデータで自動更新することで，準リアルタイムに

活動監視を行った一例である．  

 

5 課題と今後に向けて 

地震活動の準リアルタイム監視のために有効なデ

ータ，解析手法は，現在地震活動推移監視画面に搭載

したもの以外にも様々なものがある．また，表示方法

を工夫することでより役立つものもあると考えられ

る．今後，さらに有益なツールとなるように以下に挙

げるいくつかの課題を検討しながら改良を進めてい

きたいと考えている． 

表 2  イベント選択，活動図の作成を手作業で行った場合と全自動処理で行った場合の処理の違い，メリッ

ト・デメリット ．  
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（1）統計解析のパラメータについて  

地震活動推移監視画面の大きな特徴の 1 つは，定量

的かつ客観的に地震活動の変化を監視できるように

全自動で統計解析を行いその結果を手軽に見ること

ができることである．しかし，統計解析においては多

くの課題もある．地震活動の統計解析には様々なパラ

メータが必要である．例えば，図 5 に示す赤紫色の円

は，最近 10 日間の地震活動がそれ以前の 1 年間の活

動と比較して活発な場所を示している．この統計解析

においては，活発化を検出する期間として 10 日間，比

較する期間としてそれ以前の 1 年間としている．「10

日」や「1 年」が解析におけるパラメータの 1 つであ

るが，このパラメータをどのように設定するかによっ

て，結果が大きく異なり，目的に合う最適なパラメー

タを設定することが難しい．地震活動推移監視装置で

は，自動で定期的に解析を行うという性質上，日本全

国一律のパラメータで解析しているため，現状では必

ずしも監視に有効な結果が得られているとはいえな

い．より適切なパラメータを設定するためには，今後，

さらに多くの事例解析やその結果の収集が必要にな

ると思われる．また，現状では，統計解析結果から異

常を把握するには，能動的に統計解析のページを見る

ことが必要である．このため，たとえ異常が検知され

ても見逃す可能性もある．今後は，トップページに統

計解析結果のアラートを掲載するなどの工夫も検討

したい．  

（2）b 値，ETAS 等の統計解析を用いた活動監視  

「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」は，

発生の 2 日前に M7.3 の地震が発生した．地震調査研

究推進本部地震調査委員会（2016）によると，この M7.3

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 14 「イベント発生時の監視」ページにおける手動設定の表示例（表示している例は，「2018 年 11 月下旬

からの岐阜・長野県境付近の活動」の活動図）  
【図の種類】  
左上：震央分布図（M 全て，深さ 0～20km）  
左下：震央分布図の緑色矩形内の時空間分布図（A-B 投影）  
右上：震央分布図の緑色矩形内の MT 図及び回数積算図 
右下：震央分布図の緑色矩形内の日別回数ヒストグラム及び回数積算図  

【表示期間】過去 3 日間（2018 年 11 月 23 日 08 時 00 分～11 月 26 日 08 時 00 分）  
【震源データ】暫定震源，PF 自動震源  
【更新間隔】1 時間に 1 回自動更新  
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の地震発生から本震発生までの b 値は 0.429 と非常に

小さな値であり，同地震も含めて，1997 年 10 月以降

の主な地震活動の，前震活動を伴ったものとそうでな

いものについて b 値を調査すると，明らかな違いは見

られないものの b 値が 0.6 より小さい場合は，4 事例

中 3 例が前震活動であることがわかった．地震調査研

究推進本部地震調査委員会（2016）では，こうしたこ

とを勘案し，b 値が 0.6 より小さい場合には，前震活

動である可能性を考慮して，最初に発生した大きな地

震と同程度もしくはそれ以上の規模の地震の発生に

注意が必要であることを，防災上の呼びかけに付加す

ることが適当であるとされている．このため，地震活

動の監視における b 値の把握は重要であると考えられ

る．しかし，地震活動推移監視画面において，規模の

大きな地震発生後に活動図を自動更新する「特定領域

の監視」ページや「イベント発生時の監視」ページの

要素は，現在は定性的な地震活動図だけである．今後

は，規模の大きな地震発生後の監視においても b 値等

の統計解析を用いた監視ができるようにしたいと考

えている．  

定常的な地震活動の監視においては，現在は活発

化・静穏化領域の検出のみ日々更新し，面的表示して

いる．b 値，ETAS の統計解析結果も，予め定めた領域

については月に 3 回更新しているが，面的に全国を概

観できる環境にはなっていない．今後は，b 値の面的

な分布や時空間 ETAS (Ogata and Zhuang, 2006) 等の統

計解析の結果も表示し，面的な監視ができるようにし

たいと考えている．  

（3）地震解説資料への活用  

4.4節で述べたとおり，地震活動推移監視画面では，

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 15 イベント発生時の監視」ページにおける自動設定の表示例（表示している例は，「平成 30 年北海道胆

振東部地震」の活動図）  
【図の種類】  
左上：震央分布図（M 全て，深さ 0～100km）  
左下：震央分布図の緑色矩形内の M 別度数分布図  
右上：震央分布図の緑色矩形内の時間別回数ヒストグラム及び回数積算図  
右下：震央分布図の緑色矩形内の MT 図及び回数積算図 

【表示期間】過去 3 日間（2018 年 9 月 3 日 17 時 00 分～9 月 6 日 17 時 00 分）  
【震源データ】暫定震源，PF 自動震源  
【更新間隔】1 時間に 1 回自動更新  
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地震活動図を自動作成し，その後自動更新することが

可能となった．これらの機能は，報道発表資料や地震

解説資料にも有効活用できると考えられる．規模の大

きな地震発生直後の報道発表資料において，最新の地

震活動の状況を解説する資料に，地震活動推移監視画

面を活用することも今後検討したい．  

（4）様々な観測データの活用 

地震活動推移監視画面の特徴を生かして，地震だけ

ではなく，GNSS 観測の結果も一緒に表示させるなど，

複数の違う観測結果を同一画面上に表示させること

ができれば，さらに監視，評価に役立つものになると

考えている．  

 

6 まとめ 

準リアルタイムに地震活動の推移をモニターでき

るツールとして，地震活動推移監視画面を開発した．

地震活動推移監視画面は，これまで気象庁で使用して

いたツールや Web サイトにはなかった機能を多数搭

載し，準リアルタイムに地震活動を監視する非常に有

効なツールであると考えている．  

地震活動推移監視画面の主な特徴は以下のとおりで

ある．  

①PF 自動震源をはじめとした自動処理結果を多く活

用しているため，最新の地震活動の推移を随時把握

できる．  

②表示する震源データ，解析結果，地震活動図を，人

手を介さず自動更新する．  

③地震活動図の自動更新による地震活動推移の定性

的な把握を可能とするだけでなく，統計解析等によ

る定量的な解析結果を表示することで，より客観的

な監視が可能である．  

④地震活動図は，その描画要素を自由に設定でき，

個々の活動に応じた時空間変化を把握できる．  

⑤ブラウザ表示のため，誰でも手軽に操作できる．  

⑥1 枚の地図上に様々なデータや解析結果を重ねて表

示でき，総合的な監視，評価が可能である．  

このような特徴を備えた地震活動推移監視画面を

活用することで，今まで以上に，準リアルタイムに，

より詳細に，客観的に，そして手軽に地震活動の把握

が可能となった．実際に，4 章でも紹介したとおり，

地震活動推移監視画面を活用したことで，即時的な地

震活動の監視，把握に役立った具体事例が得られてい

る．地震活動推移監視画面が，今後の気象庁における

地震活動監視の新たな一歩となることを期待してい

る．  
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付表 1  地震活動推移監視画面の表示要素，基準，更新タイミング等（活動監視（共通））．  
 

付録 地震活動推移監視画面を構成する各画面の表示要素，更新タイミング，基準等の内容の詳細について

まとめた表を掲載する．  
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付表 2  地震活動推移監視画面の表示要素，基準，更新タイミング等（活動監視（全国））．  
震源データ欄の数字は本文表 1 の番号と対応する．  
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付表 2  地震活動推移監視画面の表示要素，基準，更新タイミング等（活動監視（全国））前頁の続き．  
 

付表 3  地震活動推移監視画面の表示要素，基準，更新タイミング等（活動監視（南海トラフ））．  
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付表 4  地震活動推移監視画面の表示要素，基準，更新タイミング等（特定領域・イベント発生時の監視）．  


